
１. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっている。　

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産は、最終仕入原価法によっている。

(3) 固定資産の減価償却の方法

　固定資産の減価償却は、定額法によっている。

(4) 引当金の計上基準

(5) リース取引の処理方法　　　

（単位：円）

(6) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２. 会計方針の変更

　特になし

３. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

　土地

　建物

　建物減価償却引当資産

特定資産

　退職給付引当資産

　出向者預り退職金資産

　拠出金積立資産

　法対策準備積立資産

　情報ｼｽﾃﾑ構築積立資産

　修繕積立資産

　発行費用積立資産

　大規模災害対策積立資産

997,748

212,092

230,024,361

21,705,795
-                    19,489,090

2,428,797

小　　計 1,528,081,040 383,638,826 290,829,588 1,620,890,278

合　　計 5,821,116,960 416,351,538 323,542,300 5,913,926,198

150,000,000 30,000,000 150,000,000 30,000,000

200,000,000 200,000,000 0 400,000,000

303,699,613 0 48,223,178 255,476,435

383,155,560 90,000,000 71,907,480 401,248,080

232,825,607 19,610,000 0 252,435,607

27,189,061 2,810,939 0 30,000,000

小　　計 4,293,035,920 32,712,712 32,712,712 4,293,035,920

231,211,199 19,300,000 19,489,090

1,318,504,062 0 32,712,712 1,285,791,350

498,868,858 32,712,712 0 531,581,570

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

2,475,663,000 0 0 2,475,663,000

財務諸表に対する注記

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 当期末残高相当額

62,444,192 36,486,696 25,957,496

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。なお、リース物件の取得価額相
当額、減価償却累計額相当額及び当期末残高相当額は、次のとおりである。

　退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する額（（一社）ぜいたいきょうからの退職一
時金給付見込額を除く）を計上している。



４. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

基本財産

  土地

  建物

　建物減価償却引当資産

特定資産

　退職給付引当資産 　 -        

　出向者預り退職金資産 -        

　拠出金積立資産

　法対策準備積立資産

　情報ｼｽﾃﾑ構築積立資産

　修繕積立資産

　発行費用積立資産
　大規模災害対策積立資産

５. 担保に供している資産

　該当なし

６. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

減価償却累計額

　建物附属設備

　機械装置

　器具・備品

　電話加入権

　ソフトウェア

　保証金

７. 保証債務等の偶発債務

　該当なし

８. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
（単位：円）

時　　価　 評価損益

　第105回利付国債

　第123回利付国債
 第5回原子力損害賠償等支援機構債

９. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　該当なし

10. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　該当なし

200,000,000 201,695,800 1,695,800

100,000,000

合　　計 369,998,320 371,815,060 1,816,740

100,054,300 54,300

69,998,320 70,064,960 66,640

科　　　目 帳簿価額

200,000 - 200,000

合　　計 993,621,645 732,245,079 261,376,566

1,775,333 - 1,775,333

305,299,366 199,045,332 106,254,034

59,455,739 58,266,624 1,189,115

52,484,109 43,054,157 9,429,952

科　　　目 取得価額 当期末残高

574,407,098 431,878,966 142,528,132

合　　計 5,913,926,198 (0) (5,662,196,042) (251,730,156)

400,000,000 (0) (400,000,000) -

小　　計 1,620,890,278 (0) (1,369,160,122) (251,730,156)

401,248,080 (0) (401,248,080) -

30,000,000 (0) (30,000,000) -

30,000,000 (0) (30,000,000) -

255,476,435 (0) (255,476,435) -

230,024,361 - (230,024,361)

252,435,607 (0) (252,435,607) -

21,705,795 - (21,705,795)

531,581,570 (0) (531,581,570) -                    

小　　計 4,293,035,920 (0) (4,293,035,920) -

2,475,663,000 (0) (2,475,663,000) -                    

1,285,791,350 (0) (1,285,791,350) -                    

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）



11. 関連当事者との取引の内容

　該当なし

12. キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は、以下のとおりである。

（単位：円）

現金預金勘定

預入期間が3ヶ月を超える定期預金　　　　 預入期間が3ヶ月を超える定期預金　　　

現金及び現金同等物

(2)　　　   重要な非資金取引

　　該当なし

13. 重要な後発事象

　特になし

14. その他

　特になし

574,676,485 現金預金勘定 843,693,181

△ 124,560,000 △ 90,522,100

450,116,485 現金及び現金同等物 753,171,081

前期末 当期末


